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３．TREIU 機能概念図

　バングラデシュのTREIU としてもつべき機能は以下のものが考えられる。

（機能）

①TREIUは政府に対し、(a)輸出相手国のマクロ分析（経済状態、貿易政策等）を行う機能と(b)伸ば

すべき特定の産業あるいは財に関して、外国のカスタマーニーズの調査に基づいたミクロ分析を

行い、貿易政策立案につながる提言を行う機能の２つを有する。

②TREIUが他の貿易振興の関連機関と連携をとりながら、貿易に関する情報の発信・受信の基幹セ

ンター（ハブセンター）として機能する。

関連機関（例）：商業省、外務省、EPB、NBR、BEPZA、BOI、BSTI、National Bureau of

Statistics １、Bangladesh Bank ２、Dhaka Chamber of Commerce and Industry、Bangladesh Foreign

Trade Institute、Bangladesh Institute of Developing Studies、Centre for Policy Dialogue 等

（備考）

　上記の機能を有するためには、TREIUは、従来のエコノミストのほか、政府、民間部門の双方

からの多種多様な専門家（マーケティング、品質管理、法律家、生産管理等）で構成され、調査、

分析に基づいてなされた提言が、貿易政策立案に反映され得るように存在する必要がある。

　また、TREIU は多種多様な専門家を受け入れる関係上、政府内部の組織より、政府と関連を

もった外部機関の中にその機能が存在するほうが、より効率的であるように思われる。

（TREIU についての次ページ概念図参照）

１　バングラデシュ統計局（Bangladesh Bureau of Statistics）：統計データの取りまとめをしており、マクロ経済、貿易に関する様々

なデータを加工し、以下の形で定期的に発行している。「Statistical Bulletin Bangladesh」（毎月）、「Statistical Yearbook of Bangladesh」

（毎年）、「Foreign trade Statistics of Bangladesh」（毎年）
２　バングラデシュ中央銀行（Bangladesh Bank：BB）：バングラデシュの中央銀行であり、金融政策立案の中心となる機関であり、為

替政策、金利政策、海外送金に関する政策の立案、実施をその主要な業務として行っている。

　また、マクロ経済、貿易に関する様々なデータを加工し、以下の形で定期的に発行している。統計部（Statistics Department,

Bangladesh Bank）「Economic Trends Monthly」（毎月）、 公共関係出版部（Department of Public Relations and Publications, Bangladesh

Bank）「Bangladesh Bank Bulletin」（四半期ごと）





－ 260 －

４．TREIU 機能を有すべき機関について

　現在、バングラデシュにおいて、TREIUの機能すべてを網羅している機関は存在しない。現時

点の調査範囲内において、このような機能をもち得る可能性のある主な機関は以下のとおりであ

る。

（1）バングラデシュ外国貿易研究所（Bangladesh Foreign Trade Institute：BFTI）

　BFTI は既述したように、今後、以下の機能を有することをめざしている。

①　貿易拡大及び多様化の促進のためのシンクタンク的機能

②　貿易政策を立案する商業省、それに関連する機関及び民間機関の貿易に関するキャパ

シティー・ビルディング〔例：世界貿易機関（WTO）の枠組みへの理解を深めるなど〕

③　その他官民の貿易実務に関するスキルアップ

　BFTI は貿易振興に特化した官民一体型（商業省、ダッカ商工会議所等）の研究機関であ

り、貿易に関する情報提供のセンター的役割をめざしている。

（2）バングラデシュ開発研究所（Bangladesh Institute of Development Studies：BIDS）

　BIDS は 1957 年に設立された Pakistan Institute of Development Economics（PIDE）にそ

の起源を有する。BIDSは財務省傘下に属し、150人のスタッフから構成されており、貿易を

含めた様々な観点から、以下のことを実施している。

①　経済開発、人口、人的資源開発等の諸問題に対する提言

②　経済学、社会科学に関するトレーニングコースの実施

③　経済学あるいは社会科学に関する最新の分析技術を駆使した情報の提供あるいは助言

④　アカデミックな政策研究の実施

⑤　セミナー、ワークショップ、コンファレンスの計画実施及び研究成果の伝播

　BIDS は以下の５つの部署を有している。

①　農業及び村落開発部（Agriculture and Rural Development Division）：

　農業村落開発に関する提言

②　一般経済部（General Economics Division）：

　マクロ経済、貿易、財政・金融政策に関する提言

③　人的資源開発部（Human Resources Development Division）：

　人的資源開発、教育、健康、滋養、貧困、ジェンダー等に関する提言

④　産業とインフラ部（Industry and Physical Infrastructure Division）：

　主に、製造業及び村落産業の振興に関する提言

⑤　人口調査部（Population Studies Division）：

　人口動態に関する検証

（3）ポリシーダイアローグセンター（Centre for Policy Dialogue：CPD）

　CPDは1993年に設立された比較的新しい独立の研究機関である。貿易に特化した機関で

はなく、様々なポリシーの伝播及びその評価を主な活動としている。その主な機能は以下の
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とおりである。

①　関係機関への国の重要政策の情報提供

②　政策評価の実施

③　様々なポリシーに関するワークショップの開催（WTO に関連したワークショップの

開催等）

　現在、CPDはリサーチ部（Research Division）及びダイアローグ・コミュニケーション部

（Dialogue and Communication Division）から成り立っており、貿易に関する調査、提言、セ

ミナー開催なども実施している。

　これら機関のなかで、将来的にTREIUの機能をもち得る可能性が高いのは、以下の理由に

よって、BFTI ではないかと思われる。

　以上の点を勘案すれば、現時点での調査範囲内では、BFTI に TREIU の機能をもたせるこ

とが選択肢のひとつである。また、新たに機関をつくりTREIU機能をその機関にもたせるこ

とも、選択肢のひとつである。しかしながら、新しくTREIUの機能をもつ機関を設置するこ

とは、かなりの時間を要する可能性が高く、得策であるとはいい難い。むしろ、これら以外

の機関〔商業省の計画部、輸出振興庁（EPB）等〕も含めて、現在ある機関を詳細に調査し、

選ばれた機関の中に TREIU の機能を育てていくことがより現実に即しているように思われ

る。

①　BIDS 及び CPD は貿易だけに特化した機関ではない。

②　特に、TREIUの機能に求められるのは、マクロ経済分析のほかに、カスタマーオリエ

ンテッドの観点から、民間を強く意識したミクロ調査の実施であり、その意味におい

て、マクロレベルの分析を中心としているBIDS及びCPDは、その機能が現状では不足

している。

③　BFTI は官民一体型（官の中心は商業省であり、民間の中心はダッカ商工会議所）で

あり、今後、カスタマーオリエンテッドに立った民間を強く意識したミクロ調査実施の

可能性を有している。特に、商業省からは、今後のWTO 関連のキャパシティー・ビル

ディングを含め、BFTI の活動に対する期待が大きい。また、官民一体型であるがゆえ

に、調査分析された提言が、貿易政策立案に反映される形での提言となり得る可能性が

高い。

④　BFTI はつくられたばかりの機関であり、その組織構成も柔軟性があり、目的に合っ

た人員の配置も可能である。

⑤　BFTI には、今後英国国際開発省（DFID）、EU、ダッカ商工会議所等が強力にその支

援を実施するという基盤がある。
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５．チッタゴン港における新コンテナバース建設に関する情報

　国内最大の貿易港であるチッタゴン港の港湾設備の拡充に関し、現在及び将来において、どの

ような整備計画があるのかを確認した。

　チッタゴン港湾庁は、2002年より、チッタゴン港に新たに1,000ｍの岸壁をもつフィーダー船

用コンテナバースの建設を進めている。しかしながら、下記に示すように、新コンテナバースの

建設の予算も少なく、2006年完成の計画であるが、その実現にはまだかなりの時間を要するよう

に思われる。

　このような新コンテナバースの建設自体は、その進むべき方向性としては正しいものであるが、

この拡張はあくまで、フィーダー船用のものであり、外航海運の大型船の直接寄航を可能にする

ものではない。このことは、依然として、バングラデシュは、船積み後のリードタイムに関し、

低い国際競争力のままであり続けることを意味する。バングラデシュが、その貿易の比較優位を

損なわないためは、以下のような様々なメリットを有する外航海運の大型船による直接寄航の誘

致が必要であり、そのための条件（外航海運の大型船の直接寄航を可能とする港湾施設の提供等）

が整備されなければならない。

〈メリット〉

①　直接寄航による欧州、アメリカ市場へのリードタイムの短縮化

②　直接寄航によるハブ港（シンガポール等）でのトランシップコストの削減による海上運賃の

下落あるいはトランシップに伴うコンテナダメージの可能性の回避

③　冷凍コンテナなどの特殊コンテナのバングラデシュへのポジショニングの容易さ

　これらメリットを享受するためにも、外航海運の大型船が直接寄港できる新しいコンテナバー

スの建設を早急に具体化しなければならない。現在、財務省経済関係部（ERD）傘下の、投資イ

ンフラ促進センター（Investment Infrastructure Facilitation Centre：IIFC１）が、候補地の選定を

含めたフィージビリティ・スタディ（１年程度）を計画中であり、この進捗状況を今後も把握す

ることは重要である。

　最後に、私的意見であるが、このフィージビリティ・スタディでは、その利害関係者を明確に

プロジェクト名 予　算 進捗状況

１．Investment project (Construction of 33kv substation and renovation of
　existing 11 kv substation

2200.00 0608.26

２．Procurement of container handling equipment including gantry crane 8800.00 2959.38

３．Consutrcution of a Container Terminal at new mooring area of
　Chittagong port

8000.00 0238.17

４．Chittagong Port Trade Facilitation Study project 0295.00 0295.00

2003-2004 年度　チッタゴン港　開発プログラム一覧表
（単位：Taka in lac：1lac ＝ TAKA 100,000）

（Data：Chittagong Port Authority (CPA),‘Administrative Report 2003-2004’）

１ IIFCは 1993年にインフラ整備を推進するために設立された機関であり、様々なインフラ整備に関する提言を行っている。
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する必要がある。国際主要港とのフィーダーサービスを展開するフィーダー会社は、そのデメ

リットを受ける可能性の最も大きな利害関係者である。現在の複雑な利害関係者（港湾当局、海

運省、税関、海貨業者、港湾労働組合、輸出荷主、輸入荷主、フィーダー会社、外港海運等）の

すべてを明らかにし、外航海運による直接寄航により、どのようなメリット・デメリットが生ま

れるのかを調査し、不利益を被る利害関係者に対し、どう対処していくかを検討することは、外

航海運の大型船が直接寄港できる新しい港の建設の要となるものである。
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第１章　イントロダクション

　報告者の業務担当事項は以下のとおりであり、2005年３月３日より18日までダッカへ現地調

査に赴いた。

（1）バングラデシュの民間セクターに関する法制度及びその履行に関する現状と課題を把握す

る。

（2）企業発展のための投資環境改善プログラム（RISE）／民間セクター開発プロジェクト

（PSDP）の規制改革コンポーネントの妥当性を分析する。特に、行政障壁調査（ABS）の６

調査分野の選定や規制インパクト評価（RIA）対象分野の選定・方法の妥当性について分析

する。ただし、ABS対象分野及びRIA対象分野・方法が未定の場合は、独自の視点でバング

ラデシュの民間セクター関連の法制度の問題を抽出し分析する。

（3）現地では、RISE/PSDPの規制改革コンポーネント策定と実施に関するRISE/PSDP設計チー

ムの協議に参加し意見交換を行う（改良の必要が認められる点があれば提案を行う）。

（4）南アジア規制セミナー〔2005 年３月上旬、於ダッカ、英国国際開発省（DFID）・外国投

資アドバイザリーサービス（FIAS）主催〕にオブザーバーとして出席する。

（5）（1）から（4）の結果を基に、RISE/PSDP 規制改革コンポーネントに関する JICA の協力

の方向性と分野につき提言する。

（6）（1）から（5）の結果を調査報告書にまとめて JICA に提出する。

（7）「民間セクター開発」プロジェクト形成調査の最終報告書の作成において法制度分野で協

力する。本プロジェクト形成調査の最終報告会に出席する。

　現地でのスケジュールは遅延しており、以上のうち、（2）のABS及び RIA対象分野・方法は

未定であり、（4）の南アジア規制セミナーも延期された。（3）もまだその段階には至っていない

状況であった。したがって、ドナーの動きは次章で簡単に触れ、本報告では、（1）民間セクター

に関する法制度及びその履行に関する現状と課題、（2）独自の視点でバングラデシュの民間セク

ター関連の法制度の問題を抽出し分析、（5）JICAの協力の方向性と分野につき提言、の３点を中

心に扱うことにする。ただし、いずれも重複する点も多いため、第３章でABS/RIAについてコメ

ントし、第４章で民間セクターに関する法制度及びその履行に関する現状と課題に触れる。
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第２章　現時点での他ドナーの動きなど

　PSDP全体のなかでの法規制改革の位置づけ、及びドナー間関係については、籠橋氏による報

告書の方が詳しいと思われる。法規制改革についてのみ若干コメントする。

　行政障壁調査（Administrative Barriers Study：ABS ）や南アジア規制セミナーなどはまだ行わ

れておらず、全般的にスケジュールは遅れている。当プロジェクトの法規制分野調査でイニシア

ティブをとっているのはABSの経験をもつFIAS〔及び南アジア企業育成ファシリティ（SEDF）〕

である。FIAS の実施プランはおおむね下記のとおり。

①　現地スタッフ（会社内顧問弁護士や会社関連法務に実績のあるもの）を採用して、関連法

規の洗い出しを行うこと

②　同様に、現地スタッフを採用して、例えば、会社登記証明書や土地売買取引などのサンプ

ルを決め ABS を実際に行って、行政手続きを調査すること

③　法策定過程を調査すること

④　いくつかの規制をピックアップして RIA を行うこと。

　まず、①の目的は②のABSのサンプル決定において、検討漏れがないようにする趣旨である。

ABSのねらいはおそらく２つあり、第一に、実際に行政手続きの煩雑さ、不透明さのどこに原因

があるのかを明らかにすること、第二に、ABSの実施ないしその結果発表自体が行政機関への改

革の圧力となることである。③の目的は、実際にどの行政機関にドナーとして食い込めば具体的

な折衝ができるのかを明らかにすることであろう。

　上記のようなPSDPの法規制改革のフレームワークのなかで、どの部分につきJICAが貢献し得

るという交渉になっているのかについては、籠橋氏による“Options for 4Js”を参照。基本的に

は①及び②についての貢献が現時点では期待されている。
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第３章　ABSについて

　どの許認可手続きについてABSを実施するのかという判断は、関連法規の調査が前提となる。

最も企業家側の不満が大きいものをピックアップするのがよいと思われる。注意すべきは大企業

と中小企業では、賄賂の問題も含めて、どの許認可につき不満が大きいかが異なり得ることであ

る。

　2005 年３月の時点では、ABS の対象として、職業登録（biz registration）、土地取得（land

acquisition）、建築物・工場にかかわる許認可（permits for buildings & factories）、水道や電気な

どへのアクセス（ac c e s s  t o  u t i l i t i e s）、立ち入り検査（in s p e c t i o n）、環境クリアランス

（environmental  clearance）、輸出入ライセンス（export/ import  l icense）、関税クリアランス

（customs clearance）、安全性要件（safety requirements）、特恵的な扱いへのアクセス（access to

preferential treatments）が、候補としてあげられている。

　また、FIAS のホームページからみることのできる他国での法律調査を参考にすると、実際に

ABSを実施した個別具体の許認可のみならず、ビジネスに関連するかなり広範囲の法律を扱って

いることが分かる。いくつかの報告書にみられるように、①会社設立（start-up）、②事務所選定

（locating）、③経営（operating）という３分類はおそらくバングラデシュでも有効であろう。さ

しあたり３分類にこだわらず、会社の法人格取得、登記や、破産、労働、租税など、どの会社も

関連し得るもの、日々の事業活動に関連し得るものについて洗い出すと、産業ごとに更に必要と

なる許認可もあるはずである点、網羅的ではないが、必要な許認可等は以下のとおり。

①　会社名の登録〔商業登記所（the Register of Joint Stock Company）〕

②　投資登録証〔投資庁（BOI）〕

③　証券取引委員会の承認〔株式公開企業（株主 51 人以上）のみ〕

④　異議なし証明書（No Objection Certificate、バングラデシュ銀行）

⑤　会社設立（法人格付与）証明書（Certificate of Incorporation、商業登記所）

⑥　就労許可証（Work Permit、外資だけ）

⑦　環境局の認可（environmental clearance、製造業のみ、環境局）

⑧　貿易許可証（Trade license、会社所在地の商工会議所）

⑨　輸入許可証（Import Permit）及び（再）輸出許可証（Export Permit）〔商業省所管の輸出

入管理庁長官事務所（Chief Controller of Imports & Exports）〕

⑩　工場の設立認可証〔工場検査官（Chief Inspector of Factories）、ボイラー検査官（Chief

Inspector of Boilers）〕

⑪　消防署の許可証（Fire License、消防署）

⑫　付加価値税事業者登録〔国家歳入庁（National Board of Revenue：NBR）〕

⑬　製品の認証・販売許可（Bangladesh Standards and Testing Institute：BSTI）

　その他、会社の事業活動に深く関連するのは、税申告（バングラデシュ銀行、商業登記所及び

国家歳入庁）、電気、水道、ガス、電話の開設（BOI）である。

　

　以上の許認可がいかなる法令に根拠をもつのかを調べ、行政手続きの期限、費用、必要書類な
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どを洗い出す作業が必要となる。法令資料を所蔵する図書館及び現地スタッフ（弁護士あるいは

公認会計士など）の協力なくして短期間での実施は困難である。具体的には、今回の現地調査で

購入した資料をたぐり、アップ・トゥ・デートな法律資料を多く所蔵する図書館などに便宜を

図ってもらい、官報ないしDhaka Law Reportsに掲載されている法令まで当たればある程度明ら

かにできると思われるが、手元の限られた資料で分かる範囲では以下のとおり。

会社法（the Companies Act, 1994）　①及び⑤

証券取引委員会法（the Securities Exchange Commission Act, 1993）　③

工場法（the Factories Act, 1965）　⑩

ボイラー法（the Boilers Act）　⑩

環境保護法（the Environment Conservation Act, 1995）、環境保護規則（the Environmental

Conservation Rules 1997）　⑦

投資委員会法（Investment Board Act, 1989）　②

外国為替法（Foreign Exchange Act）　18B 条　④

　

　以下のようなテンプレートでそれぞれの許認可につき、調査するとよいと思われる。

許認可の種類：

根拠法令（及び具体的な条文）：

所轄（及び窓口）官庁：

規制の目的：

申請必要書類：

申請費用：

法令で定められた申請から行政決定があるまでの期間：

行政決定に対する異議申し立ての方法：

実際の問題点：

　このような許認可の調査とは別に、あるいはそれと併せて、法令自体の調査を行うというアプ

ローチを考えることもできる。FIASの“Template for Legislative Analysis by Consultant Lawyer”

は、法令の調査を行っている。

　バングラデシュについて、経済に関連する制定法としては、契約について定めをおく契約法

（The Contract Act, 1872）、商品販売法（The Sale of Goods Act, 1930）、流通証券法（The Nego-

tiable Instrument Act, 1881）をまずあげることができる。また、会社設立、登記、運営、解散な

どについて定める会社法（The Companies Act 1994）が重要である。さらに、代表的な労働法と

しては、災害時などの補償を規定する労働者補償法（the Workermen’s Compensation Act, 1923）、

10人以上を雇用する製造業の工場について、労働時間などの労働条件を定める工場法（The Fac-

tories Act, 1965）、労使関係について定める労働関係令（the Industrial Relations Ordinance, 1969）

である。その他、既に触れた法令以外で調査したほうがよいと思われるものを列挙すると、網羅

的ではないが、以下のとおりである。
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税　務：

The Income Tax Ordinance 1984

土地関係：

The Transfer of Property Act 1882

The Stamp Act 1882

The Registration Act 1908

The Specific Relief Act

The Estate Acquisition and Tenancy Act

金融関係：

The Banking Companies Act 1991

The Insurance Act 1938

The Insurance Corporation Act 1973

The Insurance Rules 1958

The Trust Act 1982

The Loan Recovery Court Act

The Money Loan Court Act 1990

仲裁・和解・破産関係：

The Arbitration Act

The Bankruptcy Act 1997

知的財産関係：

The Patent and Design Act 1911

The Trade Marks Act 1940

The Copyright Ordinance 1974

The Copyright Amendment Act 1974

The Copyright Amendment Ordinance 1978

司法関係：

The Speedy Trials Act 2002

労働関係：

上記の工場法などを含め 50 あまりある

環境関係

　さらに、業種ごとにいわゆる業法も存在する。例えば、Shipping Laws である

　なお、輸出加工区については、様々な特別法が存在する。例えば、Foreign Private investment

(Promotion and Protection) Act, 1980 や輸出加工区労働組合法 2004 などがある。

　ABSで判明するのは、おそらくサンプルとして行った許認可手続きにつきどの程度の時間とど

の程度の費用（含む賄賂）がかかるのかということである。

　法規制の問題点を指摘するには、密接に関連するが２つの異なるレベルで検討を行う必要があ

る。第一、規制自体が必要なものかどうか（法令自体の問題）、第二、仮に必要なものだとして、

規制手続きが煩雑すぎる、あるいは不透明すぎるかどうか（法令の適用・執行の問題）。大雑把
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にいって、ABSが資料を提供し得るのは後者であり、前者はRIAの領域かと思われる。重要なこ

とは、規制自体が必要かどうかということは、「効率」という観点からだけで決めることはでき

ないということである。費用便益分析の枠組みに基づくRIAがおそらく有効であるのは、立法趣

旨自体の是非を検討することではなく、ある立法趣旨に照らして、どのような規制手段が複数あ

る選択肢のなかで最もコストが少なく済むかという分析であろう。
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第４章　法制度一般の現状と課題

　こうしたFIAS主導の法規制改革（調査・提言）にどうコミットするかという問題とは別に、バ

ングラデシュの法制度ないし執行過程のどこに問題があり、どのような工夫があり得るのかとい

うことを、広い視点からとらえておくことも重要であり、その点につき若干コメントする。

　第一、バングラデシュにおける法源は、憲法、制定法、委任立法、最高裁・高裁の判決、慣習

である。2003年12月の時点で、およそ1,100の法が存在し、そのうち430は独立以前に制定され

たものである。ただし、多くの法が改正を経ているが、法改正は官報に告知されるものの、改正

を反映した法全文を政府が出版することはなく、現在どの法、どの条項が有効なのかを知ること

は、困難な状況である。さらに官報も、定期購読がないなど、非常に入手しにくいという難点が

ある。また法令をきちんと所蔵している図書館も少ない。まずこうしたアップ・トゥ・デートな

法令へのアクセスを整備する必要があり、またこのような「法令へのアクセス整備」自体、重要

な援助の対象となり得るかもしれない。

　第二、バングラデシュの法体系はイギリス法に強い影響を受けている。そもそもイギリス植民

地政府が制定した法律がそのまま現在に至っても使われている。したがって、憲法と労働法を除

けば、会社法をはじめ、バングラデシュの様々な法をバングラデシュ人学者が解説した本は、分

野によっては存在しないか、極めて少なく、イギリス人あるいはインド人学者による対応するイ

ギリス法、インド法の解説書をそのまま使っている状況である。したがって、解説書・教科書な

どが存在しないために、バングラデシュ法の特徴を知るには法令そのものである１次資料にのみ

基づかなければならない、という意味でも、時間のかかる作業となる。自国の法律を英語で解説

する本を作っていくというような法学教育環境・情報提供の整備も重要な援助となり得るかもし

れない。

　第三、バングラデシュ法制度・法執行に関して、既に周知の事実として判明している問題点は、

以下のとおりである。

①　バングラデシュ輸出加工区庁（BEPZA）／BOI が窓口となるが、結局、関係省庁に行かな

ければならないこと。

②　どの許認可の取得にしても、必要書類や費用が分かりにくいこと。

③　行政手続きの期限も不明なことが多く、賄賂の問題や遅延が顕著であること。

④　法令の解釈が担当者によって恣意的であること。

⑤　担当者の頻繁な交代、あるいは政権の交代により、許認可が恣意的に取り消されたりする

こと。

⑥　紛争が起こった際に、その処理システム（司法部）に信頼を置けず、時間がかかること。

特に企業側の紛争相手は政府側であることが問題を難しくすること。

⑦　多くの法令において行政官の免責条項が挿入されていること。

　①については省庁間の権限配分の問題である。したがって法令レベルの改革が必要となるであ

ろう。

　②については行政サービスの工夫の問題である。法令レベルの問題ではない。

　③については法令へのアクセスが困難なこと、法令が錯綜していることがまずは問題である。

ひとつの解決方法としては、行政手続法の策定などである。ねらいとしては、許認可種類を定義
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し、期限を１つの法で一元的に確定すること。これに行政側が遅延した場合、責任を何らかの形

でとらせるか、企業側の許認可申請は認められたとみなすような仕組みが考えられる。

　④については、法令レベルの問題でもあり得るが、法令に解釈の余地があるのは常に当然であ

り、むしろ行政機関内の意思統一の問題である可能性が高い。行政官の指揮系統、キャリアシス

テム、トレーニングや採用方法などに問題があろう。

　⑤については、行政手続法などにおいて、許認可の取消し事由につき、取消し事由を法令レベ

ルに列挙・明記し、かつ厳格な理由付記を行政側に義務づけ、不当と考えられる場合には、争う

方法を明確にすること。日本でいえば行政事件訴訟法と国家賠償法にあたるものが考えられる。

さらに情報公開法の策定によって行政手続きを透明化する努力も考えられる。

　⑥については、司法部の独立性の問題や、やはり司法官の採用方法、トレーニング、キャリア

システム、事件管理、など問題は深く、難しい。高等裁判所には一応の司法の独立が認められて

いるが、下級裁判所の裁判官は行政官が任命するという意味で、司法の独立はないともいえる。

これは憲法の問題である。

　⑦については、むしろ行政官が安心して仕事に取り組むためには当然の免責条項であるともい

えるが、汚職を安心して行う方向へ働いてしまっている可能性が高い。刑法、刑事手続法などが

イギリス植民地時代からそのままであることもあって、公務員の刑事・民事の責任を問う立法を

考えることもひとつの方法である。

　行政部、司法部の非効率や汚職の問題は、給料の問題などもあり、法制度だけの工夫で一掃さ

れる問題ではないであろう。また内政マターでもある点、ドナー側からの提言は難しいことが多

いのではないかとも思われる。ただ、具体的に民間セクターが多くの行政障壁に直面しており、

その解決方法としては、様々に提言の余地があるように思われる。

　なお、今回の調査では、法令へのアクセスがまずもって障壁となり、個別具体の法令につき、

どういう特徴があり、どの条文が問題なのか、という検討には至らなかった。もし今後、法律関

連の専門員に更なる調査を委託する場合には、本報告を基に、まず法令へのアクセスを確保した

のちに、依頼するのがよいかと思われる。



付　属　資　料

１．法令資料へのアクセスなど

２．面会・訪問先一覧

３．許認可に係る日本、インドでの根拠法令
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１．法令資料へのアクセスなど

　

　日本にはほとんどバングラデシュの法制度に関する文献が存在しないため、法令にどのように

アクセスできるのか、といったごく基本的なことから調査を始めた。なお下記のものは、JICAバ

ングラデシュ事務所に保管。

１．法律関係の資料購入先

①　Book Syndicate, 157 New Market

②　Aligarh Library, 158 New Market

③　Anupam Gyan Bhander, 156 Dhaka Stadium（ナショナルスタジアムのアーケード２階）

　このなかでは③が一番大きい。だたし、販売資料の内容はどれも一長一短である。また、②で

は若干の値引きもあった。

２．法律書を所蔵している図書館

・ダッカ大学中央図書館：閉架式、カード式で、資料も古い。あまり使えないであろう。

・BILIA（付属資料２．に後述）：比較的法律の書物がそろっている。オンライン化も考えてい

るとのことで、交渉によっては利用便宜を図ってくれるかもしれない。

３．購入資料

　購入した資料につき、若干の概説をする。

（1）バングラ法のエンサイクロペディア

Borhan Uddin Khan & Quazi Mahfujul Hoque Supan, 2002, Encyclopedic Compendium of the

Laws of Bangladesh, Bangladesh Legal Aid and Services Trust, Dhaka (1600tk)

コメント：カナダ国際開発庁（CIDA）の援助の下、バングラデシュ最大の法律扶助 NGO

である BLAST が出版したもので、2002 年現在で（既に破棄されたものも含めて）すべ

ての法令が一覧できる。バングラデシュでは改正法も含めるといったい現在どの法律が

生きているのか分からないことが多いので、非常に便利である。１巻は制定法につき年

代順及びアルファベット順に、２巻は同じく制定法を分野ごとに、３巻は政令を年代

順、アルファベット順、４巻は破棄された制定法の一覧である。おそらく２巻の分野ご

との一覧がどのような法律があるのか知るのに便利であり、そこから（ほとんど名前は

同じなので）３巻で政令を当たるという利用方法。ただし、これはあくまでも存在する

（した）法令の一覧であって、条文まで書いてあるわけではない。条文を見るには、ガ

ゼットと DLR（Dhaka Law Reports）の該当ページがきちんと書いてあるので、そちら

を参照することになる（ダッカでどこの図書館に行けば見られるのかについては、１巻

に協力してくれた図書館がいくつか名前があがっている）。

（2）憲　法

M. Islam, 2002, Constitutional Law of Bangladesh, 2nd ed. 2002, Mullick Brothers, Dhaka (675tk)

コメント：バングラデシュ憲法の解説書。立法部、行政部、司法部の構成や権限、選挙方
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法、基本権などにつき、詳しく解説されている。

Md. Abdul Halim, 2003, Constitution, Constitutional Law and Politics: Bangladesh Perspectvie,

Md. Yousul Ali Khan, Dhaka (250tk)

コメント：同じくバングラデシュ憲法の解説書。ただし、政治的な文脈も織り込んだ説明

が特徴。

（3）行政改革

Mohammad Mohabbat Khan, 1998, Administrative Reforms in Bangladesh, The University Press

Limited, Dhaka (375tk)

コメント：行政機構の概説と、改革の取り組みを解説。特にドナーの役割を論じる章もある。

A.M.M. Shawkat Ali, 1993, Aspects of Public Administration in Bangladesh, Nikhil Prakashan,

Dhaka (150tk)

コメント：やや古い。バングラデシュの行政機構の特徴を歴史的に解説。司法と行政の分

離、公務員と政治の関係など、現在でもクリティカルな問題も扱っている。

（4）行政審判所法条文

Administrative Tribunals Mannual (250tk)

コメント：行政官の権利侵害を扱う特別法廷に関する解説。

（5）ビジネス関連法

会社法条文

Companies Act (133t)

コメント：1994 年法の条文。

M. Ahammd, 2003, Commercial Law (Business Law), Bangladesh Law Book Company, Dhaka

(200tk)

コメント：契約法、会社法、破産法、工場法、など、ビジネスに関連深い法律のコンパク

トな解説本。

（6）土地関連法

Md. Ansar Ali Khan, 2004, Land Laws of Bangladesh, Bangladesh Law Book Company, Dhaka

(450tk)

コメント：土地法関連で唯一あったので購入した。ただし、内容は土地販売などではな

く、国家による土地収用について定めた法律に関する解説。もともとはザミンダール

（封建的な地主）を抑えるためのものだが、開発プロジェクトなどの土地収用の基本法で

もある。
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（7）労働法

A.k.m. Mohsanuddin Ahmed Chowdhuri, 2003, Labour and Industrial Law of Bangladesh, A.k.m.

Mohsanuddin Ahmed Chowdhuri, Dhaka, (500tk)

コメント：雇用や労働条件にかかわる法令を55件にわたってコンパクトに解説したもの。

４．その他の資料

書　籍

International Trade Centre, 2002, Arbitration and Alternative Dispute Resolution, The Dhaka

Chamber of Commerce & Industry, Dhaka

コメント：Part Four にバングラデシュの仲裁や和解関連の法律についての解説がある。

Board of Investment, 2002, Bangladesh Investment Handbook, Board of Investment Dhaka

コメント：バングラデシュでビジネスをするためのもろもろの情報提供。特に会社設立手続

きなどが解説されている。

Bangladesh Enterprise Institute, 2004, Reducing the Cost of Doing Business in Bangladesh, BEI,

Dhaka

コメント：バングラデシュのビジネス環境の問題点などを広く網羅。
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２．面会・訪問先一覧

　今回訪問した先は、JICAないし籠橋氏にアレンジしていただいたケースと、自分の学者のコネ

クションで回ったケースがある。前者については訪問先を記すのみとし、後者については連絡先

及び訪問先の情報を記す。またパンフレットなど入手した資料（JICA バングラデシュ事務所保

管）も記す。

１．佐藤が個人的に探して訪問した先

Bangladesh Institute of Law and International Affairs (BILIA)

Director, Ambassador Wali-ur Rehman

House 22 Road 7 Dhanmondi R/A Dhaka 1205

Tel：880-2-9111718

Fax：8220970

コメント：1972年に設立された法律分野唯一のシンクタンク。法制度の調査研究及び裁判官の

トレーニングなどを行っている機関。詳しくはパンフレットを参照。また発刊している

ジャーナル（１冊）及び小冊子（３冊）も若干入手。法制度関係の調査で共同研究や委託調

査などは可能であろう。

Dhaka University, Department of Law,

Professor Mizanur Rahman

Lecturer, Dr. Md. Hahmat Ullah

Tel：880-2-9661920

Fax：8615583

コメント：ダッカ大学の教師陣。ただし、日本のように専門分化が進んでおらず、例えば国際

法と法哲学、刑法の講義をもっているなど。

法学部の発刊しているジャーナルも若干入手している（６冊）。

State University of Bangladesh

Prof. M S Llyas Dhami

Associate Professor, Department of Environmental Studies, Md. Eftekhar Hossain

77 Satmasjid Road, Dhanmondim Dhaka 1205

Tel：8151781

Fax：8123296

コメント：比較的新しい夜間大学院大学。学生は省庁などに勤めている者も多い。大学紹介資

料を入手（パンフレット７点）。

IUCN (The World Conservation Union)

Manager Programme Development, Raquibul Amin

House 11 Road 138 Gulshan1 Dhaka 1212

Tel：880-2-9890395
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Fax：9890395

コメント：環境関係について活発に活動している国際的 NGO。環境関係の法規制などは詳し

い。パンフレット２点。

Bangladesh Environmental Lawyers Association

Advocate, Supreme Courts, Bahreen Khan

House 15/A, Road 3 Dhanmondi R/A Dhaka 1205

Tel：880-2-8614283

Fax：861-2957

コメント：環境保護のために活発に活動している法律家の団体。環境訴訟を高等裁判所に持ち

込んだ草分け的な存在。政府の腐敗などにも関心をもっている。パンフレット１点。

S Ahmend & Associates

Advocate, Supreme Court, Dr. Naim Ahmaed

166/1 Mirpur Road, Kalabagan, Dhaka 1205

Tel：880-2-8151328

Fax：8151328

コメント：弁護士。ただし、公益訴訟に関する本も書いている高名な法律家。まだ比較的若く、

2004 年まではダッカ大学で教鞭をとっていた。外資系の会社も顧客にもっている。

Syed Ishtiaq Ahmed & Assocites

Advocate, Supreme Court, Sheela R. Rahman

Concord Ovilash, House 62 Road 11A, Dhanmondi

Tel：880-2-8152835

Fax：8152836

コメント：バングラデシュ企業研究所（BEI）のコーポレート・ガバナンス・セミナーのレク

チャーを担当していた弁護士。

Ain o Salish Kendra (ASK)

Depurty Director, Advocate, Roushan Jahan Parvin

26/3 Pruna Paltan Line, Dhaka-1000

Tel：880-2-831-5851

コメント：女性差別、児童労働など、人権の観点から法律扶助につき活発に活動している団

体。法及び仲裁センター。

２．JICA（含む籠橋氏）とともにあるいは紹介で面会

FIAS/SEDF

　Regional Program Coordinator, James Crittle

　Program Manager, Craig Wilson

　Program Manager, Marlon Lezama
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CIDA

　Private Sector Development Advisor, Mizra Najmul Huda

JETRO 事務所

　西川所長

ADB

　Project Impelemntation Officer, Arun Kumar Saha

　Senior Economist, Rezaul Karim Khan

Bangladesh Enterprise Institute (BEI)

　President, Farooq Sobhan

　Senior Research Fellow, Iftekar Ahmed

ILO

German Technical Cooperaion (GTZ)

　Business Development Services for Private Sector Promotion,

　Team Leader, Christine von Harrach

　Project Manager Enabling Environment, Munira Harman
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